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（2001 年 4 月 18 日公布 公布日から施行） 

 
六十一、登録商標の虚偽表示（刑法第 213 条） 
登録商標権者の許可なしに、同一の商品についてその登録商標と同一の商標を使用し、

且つ以下に掲げる情状の一つがある場合には、刑事訴追しなければならない。 
1、個人の場合であって、他人の登録商標を虚偽表示し、且つその非法経営数額が 10

万元以上である場合 
2、企業単位の場合であって、他人の登録商標を虚偽表示し、且つその非法経営数額が

50 万元以上である場合 
3、他人の著名商標を虚偽表示し、又は人用薬品に用いる商標を虚偽表示した場合 
4、前項 1 又は 2 の金額基準には達していないものの、他人の登録商標の虚偽表示によ

る行政処罰を 2 回以上受け、更に他人の登録商標を虚偽表示した場合 
5、社会的に悪質である場合 
 
六十二、虚偽登録商標を付けた商品の販売（刑法第 214 条） 
登録商標を虚偽表示した商品であることを知りながら販売し、且つ個人として売上が

10 万元以上である場合、又は企業単位として売上が 50 万元以上である場合には、刑事訴

追しなければならない。 
 
六十三、登録商標の標識を違法に製造又は違法に製造した商標標識の販売（刑法第 215

条） 
他人の登録商標の標識を偽造し又は無断で製造し、若しくは偽造、無断製造した登録商

標の標識を販売し、且つ以下に掲げる情状がある場合には、刑事訴追しなければならない。 
1、偽造、無断製造した登録商標の標識が 2 万個以上、又は違法所得が 2 万元以上、又

はその非法経営数額が 20 万元以上に達する場合 
2、著名商標の標識を違法製造し又はそれを販売する場合 
3、前項 1 の数量基準には達していないものの、登録商標の標識の違法製造又はその販

売による行政処罰を 2 回以上受け、更に登録商標の標識を違法製造し又はそれを販売した

場合 
4、賄賂などの手段で非合法的に製造した登録商標の標識を販売する場合 
 
六十四、特許の虚偽表示（刑法第 216 条） 
他人の特許を虚偽表示し、以下に掲げる情状の一つがある場合には、刑事訴追をしなけ

ればならない。 
1、違法所得の金額が 10 万元以上である場合 
2、特許権者に 50 万元以上の直接的な経済的損失を与えた場合 
3、前項 1 又は 2 の金額基準には達していないものの、他人の特許の虚偽表示による行

政処罰を受けた上で、更に他人の特許を虚偽表示した場合 
4、社会的に悪質である場合 
 
六十五、営業秘密の侵害（刑法第 219 条） 
営業秘密を侵害し、以下に掲げる情状の一つがある場合には、刑事訴追しなければなら



ない。 
1、営業秘密の権利者に 50 万元以上の直接的な経済的損失を与えた場合 
2、権利者に倒産させ、又はその他の重大な結果をもたらした場合 

 


